
※SRI／「Socially Responsible Investment」(社会的責任投資)の略称。

当行は、琵琶湖畔に本拠を置く企業の社会的使命として、経営に環境を取り込んだ
「環境経営」を主軸としたＣＳＲを追求し、地球温暖化防止や生物多様性保全、
さらには持続可能な社会の実現に努めています。

環境経営

エコオフィス
づくり

環境
ボランティア

環境金融

エコ・ファースト企業として
　２０１４年６月、環境省が創設した「エコ・
ファースト制度」において、社会的要請をふま
えた新たな「エコ・ファーストの約束」を環境
大臣へ提出し、「エコ・ファースト企業」に再認
定されました。なお、当行は２００８年７月、金融
業界初の「エコ・ファースト企業」に認定されて
います。環境トップランナーとして、約束の
達成に向けた取り組みを進めていきます。

「ＵＮＥＰ金融機関声明」に署名
　国連環境計画（ＵＮＥＰ）※が提唱している「環境と持続
可能な発展に関する金融機関声明」に、2001年、市中銀
行で初めて署名しています。当行は環境経営を展開し、

「金融機関声明」の精神の実現に努めています。
※国連環境計画（ＵＮＥＰ）／地球環境問題に取り組む国際連合の機関。「金融機

関声明」には、現在、世界の２００以上の金融機関が署名しています。

ＳＲＩファンドへの組み入れ
　当行は、英国の新聞フィナンシャル・タイムズとロン
ドン証券取引所の合弁会社ＦＴＳＥ社の「ＦＴＳＥ４Ｇｏｏｄ 
Ｇｌｏｂａｌ Ｉｎｄｅｘ」の構成銘柄に１２年連続で選ばれてい
ます。「ＦＴＳＥ４Ｇｏｏｄ」指数シリーズは、世界で最も注目
されているＳＲＩ※株価指数のひとつです。環境・社会・人
権など、世界的に認められた「企業の社会的責任基準」
を満たした企業により構成されています。

ＩＳＯ１４００１の取り組み
　２０００年にＩＳＯ１４００１を認証取得してから１６年間、「環境経営」の
実践のため、滋賀銀行独自の環境マネジメントシステムを運用して
きました。なお、２０１４年度においても環境に関する法令違反はござい
ませんでした。

環 境 経 営
経済の血液である「金融」の役割を通じて持続可能な社会づくりへ貢献できるよう、
当行は環境対応型金融商品・サービスの開発、提供により「環境金融」を実践しています。

お金の流れで地球環境を守る

地球温暖化防止と生物多様性保全は単なる責務ではなく、
人間社会が持続可能なものであるための必須要件といえます。

そこで、当行は、環境問題に伴うリスクと生態系の損失を軽減するために、
「環境金融」の取り組みを実践しています。

① 「環境金融」を通じたグリーン経済を積極的
　 に推進します。
② 「エコオフィスづくり」を積極的に推進します。
③ 生物多様性の保全活動により、人と自然
　 が共生する社会づくりを推進します。

エコ・ファーストの約束

環境マネジメントシステムの考え方 環境マネジメント組織図
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地域社会・地球環境との共存共栄
持続可能な社会へ 

『びわ湖はクリーンに 地域経済はホットに 地球を愛す（ICE）』
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生物多様性保全方針
　滋賀銀行は、多彩ないのちを育む世界有数の古代湖・
琵琶湖畔に本拠を置く企業の社会的使命として、経営に
環境を取り込んだ「環境経営」を実践し、地域の皆さまと
ともに「地球の恵み」である生物多様性の保全、さらには
持続可能な社会の実現に努めてまいります。

（2010年8月制定）

① 役職員自らが生物多様性保全の活動を展開
② 地域の皆さまとの連携によるネットワークづくり
③ 環境対応型金融商品・サービスの充実

環境方針
　滋賀銀行は、「未来からの預かりもの」である琵琶湖を擁する
滋賀県の地元銀行として、「環境金融」の更なる充実により、持続
可能な社会づくりに貢献するとの使命を再認識し、「お金の流れ
で地球環境を守る」との気概で、「地球温暖化防止」ならびに

「生物多様性保全」に向けた取り組みの実現に努めてまいります。

（1999年10月制定・2010年4月改定）

① 省資源・省エネルギー活動
② 金融サービスを通じた環境保全
③ 環境関連法規等の順守
④ 全員参加と啓発　⑤ 環境方針の公開

環
境
経
営

環
境
金
融

生物多様性
保全

　２０１５年３月、「21世紀金融行動原則※」の署名金融機
関の中から、環境学習“学校ビオトープ”の活動を応援
する「エコプラス定期」（P11参照）が高く評価され、グッド
プラクティスに選定されました。
※21世紀金融行動原則／環境省が事務局となり、環境金融の取り組
みの輪を広げるため、金融機関の自主的な取り組みとして策定され
た金融行動のイニシアティブ。国内194（2015年7月末現在）の金融
機関が署名しています。

第3回「持続可能な社会の形成に向けた
金融行動原則（21世紀金融行動原則）」
グッドプラクティスに選定

TOPICS

環境コミュニケーションビジネスフォーラム サタデー起業塾
ニュービジネスにかける起業家精神をサポート

エコビジネスマッチングフェア
ビジネスの創出を強力にバックアップ
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お金の流れで地球環境を守る

格付評価PLB格付 金利引き下げ幅

取り組みが先進的L1 0.5%

取り組みが十分L2 0.4%

取り組みが普通L3 0.3%

今後の取り組みに期待L4 0.2%

（注）L5に格付された場合はPLB資金をご利用いただけません。

企業格付制度
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　当行はお客さまとともに、琵琶湖をはじめとする
地球環境保全のため「しがぎん琵琶湖原則（ＰＬＢ＝

Principles for Lake Biwa）」を策定し、ＰＬＢへの賛同を
広く呼びかけています。

融資で生物多様性保全を普及

当行は、「持続可能な企業と地域社会」の実現に向け、
地域と連携してお客さまの「環境経営」をサポートしています。

21 3しがぎん琵琶湖原則（ＰＬＢ）（2005年策定）

　しがぎん琵琶湖原則にご賛同いただいたお客さま
に対し、ご希望がある場合は「環境を主軸としたＣＳＲ
経営に関する資料」に基づいて当行独自の「環境
格付」を実施しています。環境経営の取り組み度合い
について、１５の評価項目を３段階で評価します。環境
経営に対する「気づき」のツールとしてご活用いただ
いています。

環境格付（ＰＬＢ格付）

　当行は、環境省が実施する「環境配慮型融資促進利子
補給事業」の取扱金融機関に選定されました。
　本事業は地球温暖化対策にかかる環境格付を有する
金融機関の中から公益財団法人日本環境協会が取扱
金融機関を選定するものです。これによりお取引先が
省エネ、光熱費削減等、地球温暖化対策にかかる設備投資
を行う際に利子補給を受けることが可能になりました。

　2012年7月に「再生可能エネルギーの固定価格買取制
度」が始まって以来、当行の太陽光発電事業向け融資は
500件を超えました。またABL（売掛債権担保および動産担

保）を活用した再生可能エネルギー融資にも取り組んで
います。

　豊かな生物多様性が将来世代にも受け継がれていくこと
を目指して、その道しるべとなる「生物多様性格付（ＰＬＢ格付

ＢＤ※）」を策定しました。生物多様性格付を環境格付と別立て
で公表するのは、全国の金融機関で初めての取り組みです。
　これは、お取引先の生物多様性の保全等に対する配慮
を、当行独自の指標で測定・評価させていただくもので、
一定以上の評価を取得いただくと、金利を年0.1％引き
下げます。「琵琶湖原則支援資金」の融資金利と合わせると
最大で年０.６％の引き下げが可能になります。また、業種別
の「生物多様性保全取組みのご提案」の公開、外部専門家
との連携など、生物多様性保全の普及・啓発に向けて、積極
的に取り組んでいます。

●PLB格付BD（２００９年運用開始）

再生可能エネルギー導入を促進

　当行の「企業格付」では、環境保全に熱心なお取引先
の活動を取引評価ならびに信用格付に反映させるため

「環境配慮評価項目」を設けています。

　環境保全に役立つ製品・サービスの開発や、省エネ
設備などを導入される場合には、「琵琶湖原則支援資金」
によってご融資をします。その際、環境格付の取り組み
度合いに応じて最大で金利を年０．５％引き下げます。

琵琶湖原則支援資金（ＰＬＢ資金）

① 環境保全に役立つ生産・販売・
　 サービス基準を策定します。
② 環境配慮行動とビジネスチャンスの
　 両立を目指します。
③ 環境リスクを軽減し、持続可能な
　 地域社会を実現します。

しがぎん琵琶湖原則（ＰＬＢ）の3原則 PLB格付による金利引き下げ幅

※ＢＤ／「biodiversity」（生物多様性）の略称。 （格付取得先は2015年3月末の累計実績数値）

法
人・事
業
者

取
引
方
針
マ
ト
リ
ッ
ク
ス

取
引
方
針

格
付
の
開
示
を
通
じ
た
要
改
善
点
、課
題
の
共
有
化

企
業
価
値
の
向
上
に
向
け
た
提
案
活
動

自
己
査
定

信用格付
定性評価

定量評価

取引評価

業界動向
事業基盤
環境配慮

●

●

●

取引採算
保全度
親密度
環境配慮

●

●

●

●

●

●

●

収益性
安全性
成長性

など

など

1
♣

エコ・
アクションプラン

エコ・
アクションプラン

2
♣

みずすまし
プラン

3
♣

ISO
プラン

ISO

4
♣

省エネ・温暖化ガス

削減プラン

5
♣

土壌汚染
防止プラン

6
♣

リサイクル
プラン

○
○
株
式
会
社

6つのPLB資金プラン

瀬田駅前支店 代理補

浜島 好宏

　お取引先から事業の将来ビジョンをお聞きし、その
実現に向けて少しでも貢献したいとの思いで取り組ん
でいます。お取引先が地球環境の保全に向けた取り
組みを事業活動に組み入れることは、従業員の皆さま
や地域社会への貢献にもつながるものであり、私の
環境活動の体験を交えながら、環境対応型金融商品・
サービスのご提案をするように心がけています。
　その中で環境保全に関心を持たれ、身近な環境ボ
ランティアを実施されるなど、企業イメージの向上に
もつながったと喜ばれることもあります。
　引き続き本業を通じた「環境金融」に努めてまいります。

環境対応型金融
商品・サービス推進担当者

□ ＩＳＯ14001等の認証取得
□ 環境方針の策定
□ 環境報告書等の発行
□ 環境会計の導入
□ 環境保全のボランティア活動
□ 投資案件に対する環境考慮対応
□ 土壌汚染、騒音、振動等対策
□ 省エネ・省資源対策
□ 温室効果ガス排出量削減への取り組み
□ 環境に配慮した製品・商品の取り扱い
□ グリーン調達・グリーン購入の取り組み
□ リサイクルへの取り組み
□ 法令遵守方針の策定
□ 法規制違反の事実・可能性
□ コンプライアンスの推進部署の設置状況

ＰＬＢ格付評価項目

経営方針

推進・管理体制

分野

活動の実施

普及啓発・
活動の公表

1.「生物多様性保全」方針の策定状況

2.推進・管理体制の構築状況

3.影響の考慮と低減・回避のための行動の有無

4.ビジネスの中への組み込み状況

5.自然再生や伝統文化保全の活動への貢献度合

6.専門的な知識を有する研究機関等との連携状況

7.社員や取引先に理解を深める機会の設定状況

8.活動や成果の公表状況

評価指標（概要）

生物多様性格付評価指標 4,160 先
事業先比
22.8％

PLB 格付 BD の
格付取得先

賛同

環境保全の取り組みを融資でサポート

環境配慮を評価する企業格付 利子補給の活用

（賛同先、格付取得先、実行件数は2015年3月末の累計実績数値）
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　環境に配慮された（ガス利用、オール電化、太陽光発電システム導入等）住宅や耐震住
宅をご購入される際に、金利を引き下げるご融資「エコ＆耐震住宅ローン」を
取り扱っています。なお、2012年10月よりスマートハウス（太陽光発電システム、

蓄電池、HEMS※1を装備した住宅）、2015年4月よりCASBEE※2の格付B＋以上の
住宅については、更なる金利の引き下げを実施しています。
　また、エコ対象リフォーム工事、耐震工事の際には「セレクトリフォーム
ローン（エコ＆耐震）」により、必要な資金を通常より低金利でご融資します。
　これらの商品は、温室効果ガスの排出削減や地域の防災に貢献することを
目的としています。
※1 ＨＥＭＳ／家庭内のエネルギー監理システム。電力の使用を効率化でき、節電やＣＯ2削減に効果

があります。
※2 CASBEE／省エネルギーや環境負荷の少ない資機材の使用といった環境配慮、室内の快適性や

景観への配慮などを含めた建物の品質を総合的に評価するシステム。

　クラウドファンディングの手法を活用し、地域ブランド
の魅力向上や地域資源を利用した新商品・サービスの
提供、ファン拡大に取り組まれるお取引先をサポートして
います。当行は2011年5月に全国の金融機関で初めて、
ミュージックセキュリティーズ株式会社と提携し、これまで
に11件の小口ファンドを組成しました（2015年7月末現在）。
　また、2015年2月には、個別の小口ファンドを主たる
投資対象とする「しがぎんふるさと投資ファンド投資事業
有限責任組合」を設立。当ファンドからの出資により

「呼び水」効果が期待できる小口ファンドに対して個別
出資を行うことで、お取引先をサポートしています。

　窓口ではなくダイレクトチャネル（ＡＴＭ、電話、インターネット）で定期預金をお預け入れ
いただく「エコプラス定期」は、１回のお預け入れごとに７円（不要となる申込用紙相当額）

を当行が拠出し、滋賀県内の小・中学校へ「学校ビオトープ」づくりの資金として
毎年助成しています。
　なお、２０１３年度より「ネット投信」において「電子交付サービス」をご契約いただく
ことによる紙資源削減相当額（１件につき１００円）についても、おなじく拠出、助成を
しています。これまで３３の小・中学校に総額１,５７９万円を助成しています。

●エコ＆耐震住宅ローン（2005年取扱開始）

●セレクトリフォームローン（エコ＆耐震）（2006年取扱開始）

●エコプラス定期（2003年取扱開始）

助成校の声
●小魚やエビ、カニなどを池に放す子どもたちもいます。

今後は、観察会など環境学習に活用していきます。
●助成金による支援や地域の方々のご協力により、

安全で自然豊かなビオトープに生まれ変わりました。
●学年を超えた交流の場にもなっています。
●地域の方々とのつながりの場としても活用していきます。

本格手づくり革靴「八幡靴」（近江八幡市）グラシトール（長浜市）

有機野菜の酵素エキス （大津市） ふるさとたまご村 京たまご
（京都府綴喜郡）

琵琶パール（近江八幡市）

長浜市立
高時小学校

甲良町立
甲良東小学校

近江牛と松茸のあばれ食い（甲賀市）

黒壁ガラス工房（長浜市）

①
②
③
④
⑤
⑥

⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮
⑯

⑰
⑱
⑲
⑳
㉑
㉒
㉓
㉔
㉕
㉖
㉗
㉘
㉙
㉚
㉛
�
�

高島市立今津北小学校
高島市立マキノ北小学校
長 浜 市 立 速 水 小 学 校
長浜市立北郷里小学校
長浜市立長浜北小学校
米原市立山東東小学校

（現在、米原市立山東小学校）

米 原 市 立 河 南 小 学 校
滋賀県立鳥居本養護学校
近江八幡市立北里小学校
近 江 兄 弟 社 小 学 校
近江八幡市立老蘇小学校
東近江市立湖東第二小学校
守 山 市 立 河 西 小 学 校
竜 王 町 立 竜 王 小 学 校
東近江市立八日市南小学校
東近江市立御園小学校

日 野 町 立 桜 谷 小 学 校
大 津 市 立 膳 所 小 学 校
草 津 市 立 草 津 小 学 校
甲 賀 市 立 水 口 小 学 校
長 浜 市 立 神 照 小 学 校
近江八幡市立安土小学校
守 山 市 立 物 部 小 学 校
長 浜 市 立 湯 田 小 学 校
守 山 市 立 吉 身 小 学 校
草津市立笠縫東小学校
大津市立伊香立中学校
長 浜 市 立 高 時 小 学 校
甲良町立甲良東小学校
長 浜 市 立 富 永 小 学 校
長浜市立小谷小学校 
東近江市立愛東北小学校
滋賀大学教育学部附属小学校

助成校

環境配慮と防災に優れた住宅の普及のために　

クラウドファンディングで地域資源を活用 定期預金で環境学習をサポート

環境会計 ～環境と経済の両立～

●ネット投信（2011年取扱開始、学校ビオトープへの拠出は2013年度から）

※㉚～�：2015年度助成校

10　地球環境との共存共栄 共 に 考 え 、共 に 築 く 。　11

（単位：百万円）

環境保全コスト

環境保全効果

環境保全対策に
伴う経済効果

2011年度2010年度 2012年度 2013年度 2014年度

20

261

6,873

168,689

313

48

28

390

12

270

7,255

147,814

339

48

▲51

336

2009年度

36

288

6,452

468

14

21

503

90,222

31

299

6,714

453

14

8

475

93,030

43

282

8,297

366

13

16

396

126,343

49

332

7,132
82,750

313

4

32

350

2008年度

671

380

8,812

85,258

33

5

14

52

収益

費用削減

環境対応型融資商品による資金利益

エコ関連ファンド販売手数料等

エネルギー費用の削減

投資額

費用額

温室効果ガス(CO2)排出量(t-CO2) 

環境対応型融資商品の残高

合計

2007年度

134

224

8,982

79,084

▲100

43

▲35

▲92

2006年度

215

132

8,792

68,658

▲38

1

13

▲24

A

B

C

※【注記】2012年度より①、②を変更、2013年度より③を変更しています。
①「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の実施により、太陽光発電関連融資を計上しています。
②環境配慮型の省エネ住宅が増加しており、「エコ＆耐震住宅ローン」の抽出基準を一部見直し、計上しています。
③電力会社のCO2排出係数上昇に伴い、CO2排出量削減活動を正当に反映するため基準年(2006年)の排出係数で固定化して算出しています。

環境保全活動の効果を報告するものとして、2006年度より環境会計を導入し、公表しています。
環境対応型金融商品・サービスの提供は、短期的効果を求めるのではなく、長期的な視点でお客さまと継続的なリレー
ションを構築し、持続可能な社会を実現していくことに意義があり、それこそが地域金融機関としての使命であると考
えています。環境会計導入時(2006年度)以降、徐々に安定した収益効果となり、2014年度の環境保全対策に伴う経
済効果の合計額は390百万円となりました。
これもひとえに、環境保全に対する地域の皆さまのご支援のたまものと感謝申し上げます。

A 省資源･省エネに努めた結果、
（1）第5次長期経営計画の2014

年度温室効果ガス(CO2)
排出量削減実績は29.64％
となりました。

（2）環境省との「エコ・ファースト
の約 束 」での削 減 実 績は
19.66%となりました。　

(両目標：2013～2015年度の3年間
平均で2006年度対比20％削減)

B 環境対応型融資商品の残高は、
太陽光発電設備導入等の促進
により、168,689百万円となり
ました。 

C 環境対応型融資商品による
資金利益（貸出金利息－資金調達
原価）は、313百万円となり、
エネルギー費用などの削減と
合わせて、390百万円の経済
効果となりました。
また、エネルギー費用削減は、
一部新電力事業者からの購入
等も含め、28百万円の削減と
なりました。

近江商人の「三方よし」の考え方で商品企画

�

�

㉛㉚

㉙

㉘

㉗

㉖ ㉕

㉔

㉓

㉒

㉑

⑳
⑲⑱

⑰⑯⑮⑭
⑬

⑫
⑪

⑩
⑨

⑧

⑦⑥
④⑤

③
②

①

お客さま

預けて
よし

しがぎん

預かって
よし

小・中学校

世間・環境に
よし

滋
賀
銀
行

❶対象期間：2014年4月1日～2015年3月31日　❷対象範囲：滋賀銀行（単体）　❸集計方法：環境省「環境会計ガイドライン」を参考

紙使用量を削減 ビオトープづくり金利がプラス

ポイント解説

お金の流れで地球環境を守る
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